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平成 26 年の地震調査研究推進本部の長期評価によると，今後 30 年以内に 70％程度の確率で

M7.3 クラスの首都直下地震が発生すると推定されている．しかし，東京都内には未だ木密地域

が点在しており，老朽化した木造建物の倒壊や延焼火災発生による被害拡大が懸念されている．

その一方で，木密地域では公園などのオープンスペースが不足している場合があり，緊急時の

住民の避難に支障をきたす恐れがある．今後，合理的な防災まちづくりや避難計画の策定には

数的根拠が必要となるが，そういったアプローチは未だ不足している． 

そこで本研究では木密地域である江東区北砂地区を対象に，首都直下地震発生時の行動を問

う SP 調査を行い，行動モデルを構築することで住民の避難行動に与える要因を分析し，さら

に街区単位というミクロな視点で避難者推計を行った． 
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1. はじめに 

1995 年に発生した兵庫県南部地震（阪神淡路大震

災）は，国内初の都市を直撃した直下型地震であり，

阪神地区において甚大な被害をもたらした．特に地震

による建物の倒壊や，それに伴った木密地域での延焼

火災の発生は都市の地震災害による脆弱性を浮き彫り

にした 1)．平成 26 年の地震調査研究推進本部の長期評

価によると，東京圏においても今後 30 年以内に 70%程

度の確率で M7.3 クラスの直下型地震が発生すると推定

されており，近年対策が急がれている 2)．しかし，東京

都内には環状 7号線付近に木密地域が広がっており，首

都直下地震発生時に甚大な被害が出ると予想されてい

る．特に木密地域では，災害発生時に避難できるよう

な公園などのオープンスペースが不足しており，円滑

な住民避難に支障をきたすことが予想され，被害の拡

大が懸念されている．抜本的な対策に向けて再開発事

業や避難計画の策定が必須となるが，それに用いる数

値的根拠は未だ不足している．特に，大規模地震発生

時の住民の避難行動を事前に把握することは，避難行

動の要因分析や合理的な避難場所の配置検討に必要で

あると考えられるが，そういった視点でのアプローチ

は検討の余地が残されている． 

住民の避難行動の把握を目的とした研究としては，

高田らの SP 調査を用いた避難行動モデル構築による要

因分析と避難者推計の事例が挙げられる 3)．高田らの研

究では，足立区千住地区を対象として，首都直下地震

をはじめとする複合災害発生時の住民の避難行動を問

う SP 調査を行い，町丁目単位で選択肢集合を形成する

ことで，避難行動モデルの構築および避難者数の推計

に成功した．しかし，町丁目は空間的な合理性を排除

して形成されている場合が多く，ミクロな視点での分

析には課題が残る． 

そこで本研究では，町丁目単位より緻密である街区

単位で選択肢集合を形成し，木密地域である江東区北

砂地区を対象として，よりミクロな視点で地域の避難

計画や防災まちづくりへの応用を念頭に置いた避難行

動モデルの構築と避難者推計を行う．研究の流れを図-1

示す．まず，対象地域において，首都直下地震発生を
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想定した SP 調査を行い，住民の避難行動について質問

する．その後，基礎分析を行うことで避難行動の有無

や避難先選択に与える要因を分析し，構築する行動モ

デルの構造や組み込む説明変数の検討を行う．モデル

の構築に必要となる選択肢の設定は，GIS ソフトにより，

対象地区の避難先データと道路ネットワークデータを

使用して作成し，モデルの推定を行う．最後に，得ら

れた行動モデルを使用し，街区単位でそれぞれの避難

先の避難者数を推計し，施設ごとに集約する． 

 

図-1 研究の流れ 

 

2. 対象地域  

本研究では東京都江東区北砂 3，4，5丁目地区を研究

対象地域として設定する．当地区は老朽化した古い建

物が密集し，緻密な道路網が形成されており，防災面

での対策が急がれている．特に 3，4 丁目地区は東京都

が行う地域危険度測定調査において，最も危険とされ

る総合危険度 5を示している 4)．図-2に北砂 3，4，5丁

目地区と避難施設を示す．避難施設とは，東京都が定

める広域避難場所および一時集合場所の他に，公園や

学校，寺院など災害発生時に避難できると考えられる

施設を抽出したものである．北砂 5丁目地区に広域避難

場所の北砂 5丁目団地をはじめとした比較的大きな避難

施設が集中する一方で，北砂 3丁目地区では公園や学校

といった避難施設が不足していることが確認できる．

また，南部に位置する北砂 4丁目地区では 4つの公園が

配置されているが，いずれも規模は大きくなく，トイ

レが設置されていない公園もあった． 

 本研究ではこの北砂 3，4，5丁目に存在する 101の街

区を研究対象とし，設定した避難施設への避難行動に

ついて分析する． 

 

 

図-2 北砂 3・4・5丁目地区と避難施設
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3. SP調査 

 本研究では避難行動モデルを構築することを目的と

し，対象地区において SP 調査を行った．概要を以下に

示す． 

 

（1）状況の設定 

阪神淡路大震災の記録を参考に，以下の状況設定で 2

ケースに分けて回答者がとるであろう行動について質

問した． 

【状況】 

「風が強い 1 月某日の明け方に，首都直下地震

（M7.3）が発生し，北砂地区では震度 7の強い揺れを記

録．回答者は自宅で被災した．」 

 

[ケース 1] 延焼火災なし 

[ケース 2] 延焼火災発生（延焼火災あり） 

 

（2）調査票の作成 

まず回答者の個人属性（性別・年齢など），住居に

ついて（住宅構造，築年代，耐火および準耐火への対

応など），居住街区についての項目を設けた．その後，

図のフローに従い，“1. ケース別の避難行動の有無”，

“2. 避難先について”，加えて各々の理由について質問

した．尚，自宅から屋外の施設に移動する動きを避難

と定義した． 

 

図-3 質問のフロー 

 

表-1 実施概要 

 

 

（3）調査の実施 

北砂 3，4，5丁目地区を対象に，2018年 10月と 2019

年 3月の 2回に分けて調査を行った．調査票の配布は，

第 1回は郵送配布，第 2回はポスティングとし，対象地

区に偏りなく配布した．調査票は郵便返却とし，合わ

せて 748サンプルを取得した． 

 

4. 基礎分析 

SP 調査で得られたサンプルをもとに，基礎分析を行

った． 

（1）避難行動の有無とその理由について 

延焼火災なしのケースで約 50％，延焼火災ありのケ

ースで約 75％のサンプルが自宅から避難すると回答し

た．自宅から避難する理由としては，延焼火災なしの

ケースでは「余震が怖い」，「倒壊を懸念して」とい

った地震そのものによる被害を懸念したものが上位を

占めた．また，「ライフラインが寸断されたから」，

「情報を収集する為」，「救援物資を受け取る為」と

いった被災後の生活を見据えた理由も多くなった．そ

の一方で延焼火災ありのケースでは「延焼火災を懸念

して」という理由が大半となり，延焼火災からの安全

確保を最優先に考える傾向が見られた． 

 

（2）避難先選択とその選択理由について 

自宅から避難すると答えたサンプルが選択した避難

先を「学校」「公園」「広域避難場所」「その他」の 4

グループに分類した．その結果を図-6 に示す．延焼火

災なし・ありの両ケースともに「学校」が全体の約 6割

を占め，その他の避難先も兼ね同様の割合となった．

ここで，東京都では二段階避難を計画しており，町会

単位で「一時集合場所」を設置している．しかし，意

識的に一時集合場所を選択しているサンプルは著しく

少なく，認知度の低さが顕著となった．また，ほとん

どのサンプルが北砂 3，4，5丁目内の避難先を選択する

結果となった． 

 避難先の選択理由は延焼火災なし・ありの両ケース

ともに「自宅から近いから」，「敷地が広いから」と

いう 2つの理由が過半数となった． 

 

（3）選択した避難先までの所要時間の分布 

 次に，サンプルが選択した避難先までの移動時間を 1

分刻みで最大 10 分まで集計した．その結果を表に示す．

延焼火災なし・ありの両ケースともに約 75％のサンプ

ルが自宅から 5分圏内の避難先を選択した．さらに徒歩

10 分圏まで広げると，両ケースともに約 95％のサンプ

ルが避難を完了する結果となった． 
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図-4 避難行動の割合 

 

 

 

図-5 避難行動の理由 
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図-6 避難先種別の割合 

 

 

 

図-7 避難施設の選択理由 
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表-2 避難施設までの移動時間の分布（左：延焼火災なし，右：延焼火災あり） 

移動時間（分） サンプル数 累積サンプル数 累積割合(%)

0 3 3 0.8

1 26 29 7.5

2 30 59 15.3

3 81 140 36.4

4 4 144 37.4

5 143 287 74.5

6 5 292 75.8

7 11 303 78.7

8 4 307 79.7

9 0 307 79.7

10 54 361 93.8 

移動時間（分） サンプル数 累積サンプル数 累積割合(%)

0 4 4 0.8

1 42 46 8.6

2 47 93 17.4

3 108 201 37.7

4 11 212 39.8

5 201 413 77.5

6 7 420 78.8

7 14 434 81.4

8 5 439 82.4

9 0 439 82.4

10 66 505 94.7 

 

 

5. 行動モデル構築 

SP 調査で得られたサンプルから延焼火災なし・あり

の 2 ケースに分けて，2 段階の NLモデルを構築する．

（図-8）前述の基礎分析により，避難行動選択および避

難先選択に影響を及ぼすと考えられる項目を抽出し，

モデルの説明変数に設定した．推定結果を下記に示す． 

 

 

図-8 構築するモデルの構造 

 

（1）避難先選択 

a) 延焼火災なし 

「自宅から避難施設までの所要時間」「避難施設の

敷地面積」を説明変数に加えた．なお基礎分析の結果

から，自宅から避難する際の交通手段はほぼ全てのサ

ンプルが徒歩と回答していたため，歩行速度を 60m 毎

分に設定して所要時間を算出した．モデルの推定結果

は，修正済み尤度比 0.31 となり，各説明変数も統計的

に有意となった． 

 

表-3 避難先選択 推定結果（延焼火災なし） 

 

 

図-9 避難先選択 効用関数（延焼火災なし） 

 

b) 延焼火災あり 

「延焼火災なし」の場合に加えて，東京消防庁から

提供して頂いたデータをもとに作成した「（避難施設

が属する街区の）延焼危険度」を説明変数に設定した．

しかし，この説明変数は統計的には有意な結果とはな

らなかった．モデル全体としては修正済み尤度比 0.33

となり，その他の説明変数も統計的に有意な結果とな

った． 

 

表-4 避難先選択 推定結果（延焼火災あり） 

 

 

図-10 避難先選択 効用関数（延焼火災あり） 
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（2） 避難行動選択 

a) 延焼火災なし 

基礎分析で避難行動の有無が分かれる要因となった

「木造住宅か否か（木造ダミー）」「耐火・準耐火建

築物か否か（耐火・準耐火ダミー）」と「避難先選択

のログサム変数」の 3つを説明変数に設定した．しかし，

モデルの推定結果は修正済み尤度比 0.05 となり，統計

的に有意なモデルとはならなかった． 

 

表-5 避難行動選択 推定結果（延焼火災なし） 

 

 

図-11 避難行動選択 効用関数（延焼火災なし） 

 

b) 延焼火災あり 

基礎分析の結果から高齢者ほど避難しなくなる傾向

があることが明らかとなったため，説明変数に「高齢

者ダミー（70 歳以上）」を加えた．また，延焼火災あ

りの場合では居住地の延焼危険度が高くなるほど避難

する傾向があると考えられる為，「居住地の延焼危険

度」も説明変数に設定した．モデルの推定結果は修正

済み尤度比 0.18 となり，各説明変数も兼ね有意な結果

となった．しかし，避難先選択と同様に説明変数「延

焼危険度」は統計的に有意な結果とはならなかった． 

 

表-6 避難行動選択 推定結果（延焼火災あり） 

 

 

図-12 避難行動選択 効用関数（延焼火災あり） 

 

6. 避難者推計 

 本研究では構築した避難行動モデルを利用して，研

究対象地区内において街区単位で避難者数を推計し，

避難施設ごとに集計することで，各避難施設への避難

者数を算出した．避難者数推計にあたり，街区単位で

の定住人口のデータが必要となるが，国勢調査をもと

にしたオープンデータでは町丁目単位が最小となる．

そこで，本研究では東京大学空間情報科学研究センタ

ー（CSIS）から提供して頂いたマイクロ人口統計データ

を利用し，GIS ソフトを用いて街区単位での定住人口デ

ータを作成した．このマイクロ人口統計データは，建

物の位置・形状・面積の情報に基づいて国勢調査の統

計値を非集計化することで 5歳階級ごとに居住者の情報

を推定したものである 5)．推計結果を下記に示す． 

 

a) 延焼火災なし 

下図では各避難施設に集まる避難者数を敷地面積で

除することで，避難者の密度をカラーランプで表現し

た．その結果，南部の北砂 4丁目地区で密度が高くなる

傾向が見られた．この原因として，北砂 4丁目地区では

地理的に広域避難場所から離れるため，所要時間が徒

歩 10 分以上と算出された地域が多かったことが考えら

れる．その結果，広域避難場所を選択できなかった住

民が最寄りの公園や学校などに配分されたために，他

地域よりも密度が高く算出されたと考察する． 

 

b) 延焼火災あり 

延焼火災ありのケースでも延焼火災なしのケースと

同様の傾向が見られた．延焼火災なしのケースと比較

して全体的に避難者数が増加している為，全体的に各

避難施設の密度が上昇している．特に南部の北砂 4丁目

地区の公園ではキャパシティに不安が残る結果となっ

た． 
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図-13 避難者数 推計結果（左：延焼火災なし，右：延焼火災あり） 

 

 

7. 考察とまとめ 

 本研究では独自に SP 調査を行い，避難行動モデルを

構築し，街区単位というミクロな単位で避難者数を推

計することに成功した．また，基礎分析の結果から一

時集合場所の認知度の低さや，避難場所と避難所の概

念の混同など，行政と住民との間に認識の差が存在す

ることが明らかとなった．モデルの精度や推計手法に

は未だ課題が残るが，今後も合理的な避難計画の策定

や防災まちづくりの指針建てへの貢献を目指し，モデ

ルを用いた政策分析を行って現状の地域計画の有効性

を検証していくことが目標である． 
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